
水道検針業務、窓口・収納業務等委託総合評価一般競争入札 

落札者決定基準（案） 

【評価項目・評価点の概要】 

分類 細分類 評価点 個別点 評価項目 別紙

１．価格

評価 
 60 60  １ 

２．技術

的評価 

(1)業務体制及び業務

執行計画 

100 

19 ① 適正な履行を確保するための業務体制 ２ 

4 ② 適正な履行を確保するための業務執行計画 ３ 

(2)各業務に関する提

案 

11 ① 検針業務に関する業務提案 ４ 

9 ② 窓口業務に関する業務提案 ５ 

18 ③ 滞納整理業務に関する業務提案 ６ 

5 ④ データ入力業務に関する業務提案 ７ 

3 ⑤ 開閉栓業務、現地精算業務に関する業務提案 ８ 

6 ⑥ 日・宿直業務、その他業務全般に関する業務提案 ９ 

(3)個人情報保護に関

する取り組み 
8 ① 個人情報保護に関する取り組み １０ 

(4)研修体制 4 ① 技術力向上のための研修制度等の設置 １１ 

(5)品質保証に関する

取り組み 

5 ① 苦情処理体制 １２ 

4 ② 自主検査体制 １３ 

(6)危機管理に関する

企画及び技術提案 
4 

① 防災・災害及び緊急時対策等危機管理に関する企画

及び技術提案 
１４ 

３．社会

的価値

評価 

(1)多様な雇用及び雇

用環境に関する取

り組み 

40 

5 ① 障害者の新規雇用、雇用率又は雇用者数 １５ 

5 ② 就職困難者の雇用 １６ 

4 ③ 就職困難者の継続雇用又は就労形態 １７ 

6 ④ 枚方市内居住者の新規雇用 １８ 

2 ⑤ 求人情報の提供 １９ 

1 ⑥ トライアル雇用制度の活用 ２０ 

(2)環境問題への取り

組み 
6 ① 環境報告書の発行又は環境マネジメントの認証状況 ２１ 

(3)子育て等支援・男

女共同参画への取

り組み 

2 
① 育児・介護休暇及び休業制度への取り組み 

（休業制度等の社内規定、介護休業等の取得状況） 
２２ 

2 
② 仕事と子育ての両立支援 

（子育てしやすい環境づくりの取り組み状況） 
２３ 

2 
③ セクシュアルハラスメント等防止対策 

（社内規定、相談窓口等の設置状況） 
２４ 

2 ④ 女性の採用・職域拡大への取組み ２５ 

(4)人権問題への取り

組み 
3 

① 人権問題への取り組み 

（公正採用選考人権啓発推進員の設置、人権研修の実施

状況） 

２６ 

評価点合計 200 

 

【落札者の決定方法】 

「落札者の決定について」による。 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１） 

分類 １．価格評価 

細分類 ― 

評価項目 ― 個別点 ６０ 

評価内容 入札参加者の入札金額について評価する。 

提出書類 
①総合評価一般競争入札参加申請書＜元請実績報告を含む＞（様式１） 

②入札書（様式２－１）・入札価格内訳書（様式２－２） ※必ず封筒に入れ封緘すること。 

算定方法 

価格評価点は、有効な入札のうち次の算定式により算出する。 

評価点（６０点）×（最低入札価格／入札価格） ※小数点以下切捨て 

下記「備考」欄記載の価格評価点算出方法の例示を参照のこと。 

評価時 

確認方法 

総合評価制限付き一般競争入札参加申請書＜元請実績報告を含む＞及び入札書（様式２－１）及び入

札価格内訳書（様式２－２）により確認する。 

※、落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に入札実施要領に定める元請実績を証する書類（契約書原

本とその写し、仕様書等）の提出を求め確認する。 

注意事項 

・入札書は、消費税及び地方消費税を含まない金額で記入すること。 

・入札金額が予定価格を超える者は、失格とする。 

・入札書及び入札価格内訳書の提出がない者は、失格とする。 

・入札金額と入札価格内訳書の合計金額が一致しない者は、失格とする。 

・開札の結果、調査基準価格を下回る価格での応札があった時は、低入札価格調査として数値的判断基

準値（有効入札金額の平均×85％）に基づく調査を行う。入札参加者の入札金額が数値的判断基準値

を下回っている場合は、その者の入札を取り消し、失格とする。 

・最低入札価格の入札参加者が調査基準価格を下回る価格で落札候補者となった時は、入札実施要領に

定める低入札価格調査書類を提出しなければならない。なお、市が別途指示する日時までに当該書類

の提出がない時は、失格とする。 

備  考 

 ＜価格評価点算出方法の例示＞ ■予定価格：288,021,000円  ■調査基準価格：220,000,000円 

  Ｅ社が最低入札価格の入札参加者となり、価格評価点の得点が満点（60点）となる。 

入札参加者 入札金額 価格評価点 算出方法 

Ａ社 290,000,000円 ※（失格） ※予定価格を超えるため 

Ｂ社 280,000,000円 ４２ ６０(点)×（Ｅ／Ｂ） 

Ｃ社 260,000,000円 ４６ ６０(点)×（Ｅ／Ｃ） 

Ｄ社 216,000,000円 ５５ ６０(点)×（Ｅ／Ｄ） 

Ｅ社 200,000,000円 ６０ ６０(点)×（Ｅ／Ｅ） 

Ｆ社 190,000,000円 ※ ※数値的判断基準値 194,820,000円を

下回るため取り消し、失格とする。 

 

※最低入札価格の入札参加者が調査基準価格を下回る価格で落札候補者となり、低入札価格調査の結果、

落札者としないこととなった時は、次に入札価格が低かった入札参加者の入札金額を最低入札価格と

して再度価格評価点を算出するものとする。 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙２） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （１）業務体制及び業務執行計画 

評価項目 ① 適正な履行を確保するための業務体制 個別点 １９ 

評価内容 
責任を持って業務を遂行できる能力と立場のある人員の配置、指揮系統と責任体制、業務全般における苦

情、不当要求の処理等に関しどのような人材を配置できるか、内容を評価する。 

提出書類 

業務提案書（任意様式） 

・業務実施体制図及び業務責任者・副業務責任者・業務従事者・検針員・苦情、不当要求の処理等の人

材配置計画書、資格・年齢・経験等 

加点方法 

業務実施体制の内容 

ア．責任を持って業務を遂行できる能力と立場のある人員の配置ができるか。また、業務における指揮系

統と責任体制を明確に示しているか。（５点） 

イ．業務全般における苦情、不当要求の処理等に関し、苦情処理経験のある適切な人材の配置が確保でき

るか。 

   ◎ａ）業務全般における苦情処理経験のある適切な人材（専門知識、２年以上の実務経験）の配置

→（３点） 

   ◎ａ）の苦情処理経験者を専任として配置→（２点）  

◎ａ）の苦情処理経験者を業務責任者又は副責任者との併任で配置→（１点） 

ウ．急な欠員が生じた場合においても即座に適切に対応でき得る人員体制をどのように取るか示している

か。（２点）    

エ．収納料金の着服防止策について具体的に示しているか。（５点） 

   →３点を基準に現実的、効果的内容について１～２点加点する。 

オ．契約日以降業務開始前まで及び契約終了前の引継ぎ期間においての引継ぎ方法、対応を具体的に示し

ているか。（２点） 

提案内容により評価する。 

業務内容の確認が行えないもの、具体性のない内容のもの、仕様書に基づく業務を加味していない内容の

もの、実現性のない内容のものは、減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 
業務提案書による。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
日常の履行検査及び必要に応じて報告を聴取する。 

注意事項 
・人材配置計画書の提出のないものは失格とする。 

・個人情報を含む書類を提出することについて、本人に必ず同意を得ておくこと。 

配布資料 ― 

備考 

本件業務を履行する場合には、業務責任者・副業務責任者等について「人材配置計画書」で届け出た者を

専任で配置しなければならない。ただし、その者が退職、病気等、止むを得ない理由により、あらかじめ

本局の承諾を得た場合には、変更することができる。 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙３） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （１）業務体制及び業務執行計画 

評価項目 ② 適正な履行を確保するための業務執行計画 個別点 ４ 

評価内容 業務執行計画、執行管理方法の内容を評価する。 

提出書類 

業務提案書（任意様式） 

・検針・窓口・滞納整理業務の具体的な業務執行計画表（日次・月次・年次の業務スケジュール表） 

及び業務フロー図 

加点方法 

ア．具体的な業務執行計画及び執行管理方法を示しているか。（４点） 

 

提案内容により評価する。 

業務内容の確認が行えないもの、具体性のない内容のもの、仕様書に基づく業務を加味していない内容

のもの、実現性のない内容のものは、減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 
業務提案書による。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
日常の履行検査及び必要に応じて報告を聴取する。 

注意事項 
業務執行計画表（日次・月次・年次の業務スケジュール表）及び業務フロー図の提出のないものは失格

とする。 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙４） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （２）各業務に関する提案 

評価項目 ① 検針業務に関する業務提案 個別点 １１ 

評価内容 検針業務に関する業務提案の内容を評価する。 

提出書類 業務提案書（任意様式） 

加点方法 

業務提案書の内容 

ア．検針員の業務管理を的確に行うための方策を示しているか。（２点） 

イ．使用者からの検針に係る苦情等に関し、専門知識と２年以上の実務経験のある人材を配置できるか。

（２点） 

ウ．検針異常（大幅な増減）に対し、どのような対策がとれるか示しているか。（２点） 

エ．検針遅れ、漏水等に対し、どのような対応を行うか示しているか。（２点） 

オ．検針業務の効率化について、具体的な提案を示しているか。（３点） 

 

提案内容により評価する。 

業務内容の確認が行えないもの、具体性のない内容のもの、仕様書に基づく業務を加味していない内容

のもの、実現性のない内容のものは、減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 
業務提案書による。 

履行担保方法 業務提案書を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
日常の履行検査により確認を行う。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙５） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （２）各業務に関する提案 

評価項目 ② 窓口業務に関する業務提案 個別点 ９ 

評価内容 窓口業務に関する業務提案の内容を評価する。 

提出書類 業務提案書（任意様式） 

加点方法 

業務提案書の内容 

ア．適正な現金の収受及び管理方法についての対策を示しているか。（２点） 

イ．窓口業務に係る苦情処理等に関し、専門知識と２年以上の実務経験のある人材を配置できるか。 

（２点）  

ウ．繁忙時についてどのような対応が図れるか示しているか。（２点） 

エ．窓口業務の効率化について、具体的な提案を示しているか。（３点） 

 

提案内容により評価する。 

業務内容の確認が行えないもの、具体性のない内容のもの、仕様書に基づく業務を加味していない内容

のもの、実現性のない内容のものは、減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 
業務提案書による。 

履行担保方法 業務提案書を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
日常の履行検査により確認を行う。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙６） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （２）各業務に関する提案 

評価項目 ③ 滞納整理業務に関する業務提案 個別点 １８ 

評価内容 滞納整理業務に関する業務提案の内容を評価する。 

提出書類 業務提案書（任意様式） 

加点方法 

業務提案書の内容 

ア．滞納整理要員として専門知識と２年以上の実務経験のある人材を配置できるか。（３点）      

イ．滞納整理及び滞納に係る苦情処理等に関し、専門知識と２年以上の実務経験のある人材を配置でき

るか。（２点） 

ウ．収納率向上に向けた取り組みは示しているか。（２点） 

エ．悪質滞納者に対してどのように対応するか示しているか。（２点） 

オ．無届により転居した滞納者等の調査をどのように行い対応するか示しているか。（２点） 

カ．債権管理に関し、どのような対応を図れるか示しているか。（２点） 

キ．料金支払方法における口座振替制度の普及、促進についての提案を示しているか。（２点） 

ク．滞納整理業務の効率化について、具体的な提案を示しているか。（３点） 

 

提案内容により評価する。 

業務内容の確認が行えないもの、具体性のない内容のもの、仕様書に基づく業務を加味していない内容

のもの、実現性のない内容のものは、減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 
業務提案書による。 

履行担保方法 業務提案書を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
日常の履行検査により確認を行う。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙７） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （２）各業務に関する提案 

評価項目 ④ データ入力業務に関する業務提案 個別点 ５ 

評価内容 データ入力業務に関する業務提案の内容を評価する。 

提出書類 業務提案書（任意様式） 

加点方法 

業務提案書の内容 

ア．入力原票等書類の整理と管理を的確にできるか示しているか。（２点） 

イ．データ入力業務の効率化について、具体的な提案を示しているか。（３点） 

 

提案内容により評価する。 

業務内容の確認が行えないもの、具体性のない内容のもの、仕様書に基づく業務を加味していない内容

のもの、実現性のない内容のものは、減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 
業務提案書による。 

履行担保方法 業務提案書を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
日常の履行検査により確認を行う。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙８） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （２）各業務に関する提案 

評価項目 ⑤ 開閉栓業務、現地精算業務に関する業務提案 個別点 ３ 

評価内容 開閉栓業務、現地精算業務に関する業務提案の内容を評価する。 

提出書類 業務提案書（任意様式） 

加点方法 

業務提案書の内容 

ア．開閉栓業務、現地精算業務の効率化について、具体的な提案を示しているか。（３点） 

 

提案内容により評価する。 

業務内容の確認が行えないもの、具体性のない内容のもの、仕様書に基づく業務を加味していない内容

のもの、実現性のない内容のものは、減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 
業務提案書による。 

履行担保方法 業務提案書を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
日常の履行検査により確認を行う。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙９） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （２）各業務に関する提案 

評価項目 ⑥ 日・宿直業務、その他業務全般に関する業務提案 個別点 ６ 

評価内容 日・宿直業務、その他業務全般に関する業務提案の内容を評価する。 

提出書類 業務提案書（任意様式） 

加点方法 

業務提案書の内容 

ア．日・宿直業務の目的に沿った具体的な業務提案を示しているか。（３点） 

イ．その他業務全般に関し、市民サービス向上の実現に直結する具体的な技術提案を示しているか。 

（３点） 

 

提案内容により評価する。 

業務内容の確認が行えないもの、具体性のない内容のもの、仕様書に基づく業務を加味していない内容

のもの、実現性のない内容のものは、減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 
業務提案書による。 

履行担保方法 業務提案書を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
日常の履行検査により確認を行う。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１０） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （３）個人情報保護に関する取り組み 

評価項目 ① 個人情報保護に関する取り組み 個別点 ８ 

評価内容 個人情報保護に関する取り組みを評価する。 

提出書類 

業務提案書（任意様式） 

個人情報保護方針・マニュアル等（任意様式） 

個人情報関連の資格認証・登録証等（写し） 

誓約書様式（任意様式） 

加点方法 

業務提案書の内容 

ア．個人情報保護関連の資格認証は取得しているか。（２点） 

イ．個人情報の管理体制を具体的に示しているか。（２点） 

ウ．個人情報保護に関して業務従事者に対する指導・研修の具体的内容を示しているか。（２点） 

エ．個人情報保護に関して業務従事者から誓約書を提出させている又は提出させることを示しているか。 

◎提出させている誓約書が仕様書の内容を加味していれば→（２点） 

◎誓約書の内容に修正を要する場合、又は今後提出させる→（１点） 

  

仕様書に基づく業務及び個人情報の管理に関する覚書を加味していない内容のもの、具体性のない内

容のもの、実現性の無い内容のものは減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 

業務提案書、個人情報保護方針・マニュアル等、個人情報関連の資格認証・登録証等の写し、誓約書に

よる。 

履行担保方法 業務提案書、個人情報保護方針・マニュアル等を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

別途、個人情報の管理に関する覚書を交わす。 

日常の履行検査及び仕様書・業務提案書に基づく検証実施の際確認。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１１） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （４）研修体制 

評価項目 ① 技術力向上のための研修制度等の設置 個別点 ４ 

評価内容 
ア．本件同等業務に関する研修の実施状況を評価する。 

イ．契約期間中の本件業務に関する研修計画の内容を評価する。 

提出書類 
ア．研修実施報告書（様式３）、受講修了証及び研修資料 

イ．研修実施計画書（様式４） 

加点方法 

ア．研修実施報告書の内容（２点） 

受講修了証（修了証が発行されていない場合は受講者名簿で可）、研修レジュメ又は研修概要のわかる

もの等を添付しているか。 

イ．研修実施計画書の内容（２点） 

 本件業務に対する研修の実施を評価するため、契約締結予定日から１年以内に終了する研修を対象と

する。 

 

研修内容等の確認が行えない（本件業務に直接関連しない内容）もの、具体性のない内容のもの、実

現性がない内容のものは、減点若しくは評価をしない。 

評価時 

確認方法 

ア．研修実施報告書（様式３）、受講修了証及び研修資料による。 

イ．研修実施計画書（様式４）による。 

履行担保方法 研修実施計画書を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

研修実施後は研修実施報告書（様式３）により報告を求め、受講修了証若しくは受講者名簿及び研修資

料等により確認。 

注意事項 

・研修対象者は、業務従事者及び検針員とする。 

・個人情報保護関連研修・人権研修は評価対象としない。（各評価項目において評価する。） 

・個人情報を含む書類を提出することについて、必ず本人の同意を得ておくこと。 

配布資料 
・研修実施報告書（様式３） 

・研修実施計画書（様式４） 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１２） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （５）品質保証に関する取り組み 

評価項目 ① 苦情処理体制 個別点 ５ 

評価内容 
ア．品質 ISO9001 認証の取得状況を評価する。 

イ．苦情処理要領（マニュアル等）の整備状況を評価する。 

提出書類 
ア．品質 ISO9001 登録証（写し）又は申請中である旨の証明書 

イ．苦情処理要領（マニュアル等）（任意様式） 

加点方法 

ア．品質 ISO9001 取得者（２点） 

品質 ISO9001 申請中の者（１点） 

イ．苦情処理要領（マニュアル等）の内容（３点） 

苦情処理要領（マニュアル等）が不明瞭な内容（苦情を受けてから再発防止策を講じる等に至るま

での一連の流れに不備がある場合、役割分担、報告、指示、及び結果報告系統、伝達方法等が明記

されていないもの）のもの、具体性のない内容のもの、実現性の無い内容のものは減点若しくは評

価しない。 

評価時 

確認方法 

ア．品質 ISO9001 登録証（写し）又は申請中である旨の証明書による。 

イ．苦情処理要領（マニュアル等）による。 

履行担保方法 苦情処理要領（マニュアル等）を仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

本件業務の履行期間中に苦情処理等を行う必要が生じた際は、受託者から対応結果を報告させ、苦情処

理要領（マニュアル等）に則った処理がなされたかを確認。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１３） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （５）品質保証に関する取り組み 

評価項目 ② 自主検査体制 個別点 ４ 

評価内容 
ア．自主検査体制の整備状況を評価する。 

イ．自主検査体制の方法を評価する。 

提出書類 
ア．自主検査体制に関する社内規定（任意様式） 

イ．本件業務の自主検査体制計画書（任意様式） 

加点方法 

ア．自主検査体制に関する社内規定等の内容（２点） 

イ．本件業務の自主検査体制計画書の内容（２点） 

 

不明瞭な内容のもの、本件業務に関連のないもの、具体性のない内容のもの、実効性の無い内容のも

のは減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 

ア．自主検査体制に関する規定等による。 

イ．本件業務の自主検査体制計画書による。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

自主検査体制の計画書に基づき、所定の時期に検査報告、検査結果に伴う改善指令及び改善結果報告を

書面で求め、提案のあった自主検査体制が機能しているかを確認。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１４） 

分類 ２．技術的評価 

細分類 （６）危機管理に関する企画及び技術提案 

評価項目 ① 防災・災害及び緊急時対策等危機管理に関する企画及び技術提案 個別点 ４ 

評価内容 ア．防災・災害及び緊急時対策等危機管理に関する企画及び技術提案について評価する。 

提出書類 業務提案書（任意様式） 

加点方法 

ア．災害などの発生、業務中の事故、システムの故障、盗難等の個人情報の流失など現実に起こりうる

緊急時における危機対応について、マニュアル等を作成しているか。（２点） 

イ．受託業務を継続していく上でのＢＣＰ（事業継続計画）を策定しているか。（２点） 

※ＢＣＰ（事業継続計画）とは、企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合

において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能と

するために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めて

おく計画のことです。 

 

提案内容により評価する。 

具体性のない内容のもの、実現性のない内容のものは、減点若しくは評価しない。 

評価時 

確認方法 
業務提案書による。 

履行担保方法 必要に応じて協議する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて協議する。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１５－①） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組 

評価項目 ① 障害者の新規雇用、雇用率又は雇用者数（常用雇用労働者に限る） 個別点 ５ 

評価内容 

ア．障害者（身体・知的・精神）の新規雇用予定者数、 

※本件業務（現場就業）における新規雇用に限る。 ※現場配置期限：平成 23年 6月 1日 

イ．障害者雇用率又はウ．障害者雇用者数（平成 22年 6月 1日時点）に応じて評価する。 

提出書類 

ア．障害者雇用計画書（様式５） 

イ．障害者雇用率又はウ．障害者雇用者数 

・常用雇用労働者数が５６人以上の事業者  

   平成 22年 6月 1日現在の障害者雇用状況報告書〈公共職業安定所への報告書〉（写し） 

・常用雇用労働者数が５６人未満の事業者 

   障害者雇用状況報告書（様式６） 

加点方法 

「ア．障害者雇用計画人数」、「イ．障害者雇用率」又は「ウ．障害者雇用者数」のいずれか高い方の得

点を加点する。（ア．イ．ウ．の重複加算は行わない。）  

 

ア．障害者雇用計画人数 

新規雇用予定者は、1 週あたりの労働時間が 20 時間以上で、かつ、採用の時から１年以上引き続き

雇用されることが見込まれる者を対象とする。 

※新規雇用予定者とは、告示日以降に雇用する者とする。ただし、関係書類の提出日現在に本件業務

における履行場所で就労している障害者を新規雇用する場合を除き、平成 22年 4月 1日以降に雇用

されていた者は、新規雇用予定者とすることができない。 

イ．障害者雇用率 

  雇用率の算出は、少数点第３位を四捨五入する。 

ウ．障害者雇用者数 

  雇用障害者数の算定方法は、障害者雇用状況報告書（様式６）に明記 

雇用率１．８％を超えていない場合は０点 

 

※雇用率及び雇用者数の算出方法は、「障害者の雇用の促進に関する法律」に基づくものとする。 

 

  （加点方法） 

ア．雇用計画人数（人） イ．雇用率（％） ウ．雇用者数（人） 加点数 

― １.８１～２.３９ １～８ １ 

― ２.４０～２.９９ ９～１６ ２ 

１人 ３.００～３.５９ １７～２４ ３ 

２人 ３.６０～４.１９ ２５～３２ ４ 

３人以上 ４.２０～ ３３～ ５ 
 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１５－②） 

評価時 

確認方法 

ア．障害者雇用計画人数 

障害者雇用計画書（様式５）により確認する。 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に障害者である旨が確認できる書類の写し、雇用契約（労働

条件が明示されていること。）がわかる書類の写し及び職務経歴書（平成 2１年 4月 1日以降の経歴）〈任

意様式〉、又は本件業務への障害者雇用について、就労支援センター等と協議中である旨を証する書面の

提出を求める。なお、就労支援センター等と協議中である旨を証する書面の提出者は、現場配置期限（平

成 23年 6月 1日）までに、雇用契約がわかる書類の写しの提出を求める。 

イ．障害者雇用率又はウ．障害者雇用者数 

・常用雇用労働者数が５６人以上の事業者は、障害者雇用状況報告書〈公共職業安定所への報告書〉（写

し）により確認する。 

・常用雇用労働者数が５６人未満の事業者は、障害者雇用状況報告書（様式６）により確認する。 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に障害者であること及び雇用状況が確認できる書類（労

働者名簿又は雇用契約書の写し、障害者手帳の写し等）の提出を求める。  

履行担保方法 

ア．障害者雇用計画人数 

  障害者雇用計画書（様式５）により提案を受けた内容を仕様書に規定されたものとみなす。 

イ．障害者雇用率又はウ．障害者雇用者数 

必要に応じて、報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 

ア．障害者雇用計画人数 

・本件業務履行中において、障害者を新たに雇用し就業、又は自己の都合により退職した場合（既に雇

用関係があり配置転換した場合も含む）は、速やかに報告をするとともに、新たに就業させる障害者

については、障害者である旨が確認できる書類（障害者手帳等）の写しの提出により確認を行う。 

・平成 23 年 6 月１日以降に正当な理由なしに就業予定人員に満たない場合が生じた際は、発注者から

予定どおり就業予定人員を満たす旨を書面により明示し改善勧告を行う。 

イ．障害者雇用率又はウ．障害者雇用者数 

必要に応じて、報告を聴取する。 

注意事項 

・障害者雇用状況報告書等を公共職業安定所に提出を行っていない者は、直ちに所定の手続を行うこと。 

・障害者の確認行為に対する注意点 

従業員への確認については、本人の申告に基づいて把握している人数を記載し、新たに従業員への

確認等の行為は行わないこと。 

・常用雇用労働者とは、１週間の所定労働時間が 30時間以上であって、①期間の定めなく雇用されてい

る労働者②一定の期間（例えば、1週間、2ヶ月、6ヶ月等）を定めて雇用されている労働者であって、

その雇用期間が反復更新され、過去 1 年以上の期間について引き続き雇用されている労働者又は採用

の時から 1 年以上引き続き雇用されると見込まれる労働者③日々雇用される労働者であって、雇用計

画が日々更新されて、過去 1年以上の期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の時から 1

年以上引き続き雇用されると見込まれる労働者 

・短時間労働者とは、原則として、1週間の所定労働時間が 20時間以上 30時間未満であり、かつ、１年

以上雇用される見込みのある者とする。 

・他の評価項目との重複評価は行わない。 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

 

 ・個人情報を含む書類を提出することについて、必ず本人の同意を得ておくこと。 

配布資料 

・障害者雇用計画書（様式５） 

・障害者雇用状況報告書（様式６） 

・障害者雇用状況報告書の記入上の注意点（様式６参考資料） 

 

※障害者の算定方法、除外率について不明な場合は、公共職業安定所（ハローワーク）へお問い合わせ

ください。 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１６） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組 

評価項目 ② 就職困難者の雇用 個別点 ５ 

評価内容 

就職困難者の新規雇用予定者数を評価する。 

 

※就職困難者については、65歳以上の高齢者、母子家庭の母、非自発的離職者を対象とする。 

※新規雇用予定者とは、告示日以降に雇用する者とする。ただし、関係書類の提出日現在に本件業務に

おける履行場所で就労している就職困難者を新規雇用する場合を除き、平成 22年 4月 1日以降に雇用

されていた者は、新規雇用予定者とすることができない。 

提出書類 就職困難者雇用計画書（様式７） 

加点方法 

ア．雇用計画人数   １人   → （３点） 

           ２人   → （４点） 

           ３人以上 → （５点） 

 

・雇用予定者の算出は、常用雇用労働者（1週あたりの労働時間が 30時間以上であって、採用の時から

1年以上引き続き雇用されると見込まれる者）を 1人として算出する。 

・短時間労働者（原則として、1週間の所定労働時間が 20時間以上 30時間未満であり、かつ、１年以上

雇用される見込みのある者）については、0.5人として算出する。 

評価時 

確認方法 

就職困難者雇用計画書（様式７）による。 

 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に就職困難者である旨が確認できる書類の写し、雇用契約が

わかる書類（労働条件が明示されていること。）の写し及び職務経歴書（平成 21年 4月 1日以降の経

歴）〈任意様式〉の提出を求める。 

履行担保方法 必要に応じて、報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて、報告を聴取する。 

注意事項 
・他の評価項目との重複評価は行わない。 

・個人情報を含む書類を提出することについて、必ず本人の同意を得ておくこと。 

配布資料 就職困難者雇用計画書（様式７） 

備考 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１７） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組 

評価項目 ③ 就職困難者の継続雇用又は就労形態 個別点 ４ 

評価内容 

ア．就職困難者の雇用者数を評価する。（平成 22年 6 月 1 日時点） 

雇用形態は問わない 

イ．就職困難者を常用雇用労働者として雇用する事を評価する。（平成 22年 6月 1日時点） 

短時間労働者を除く 

 

※就職困難者については、65歳以上の高齢者、母子家庭の母、非自発的離職者を対象とする。 

※常用雇用労働者、短時間労働者 ＝ 別紙１５－②「注意事項」を参照 

提出書類 
ア．就職困難者雇用状況報告書（様式８） 

イ．就職困難者の就労形態報告書（様式９） 

加点方法 

ア．就職困難者の雇用実績が   １人   → （１点） 

                ２人以上 → （２点） 

イ．就職困難者の常用雇用労働者が  １人 → （１点） 

                ２人以上 → （２点）               

評価時 

確認方法 

ア．就職困難者雇用状況報告書（様式８）による。 

※落札候補者のみ開札後、就職困難者であること及び雇用状況が確認できる書類等の提出を求める。 

 

イ．就職困難者の就労形態報告書（様式９）による。 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に就職困難者であること及び常用雇用労働者としての雇用で

あることが確認できる書類等の提出を求める。 

履行担保方法 必要に応じて、報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて、報告を聴取する。 

注意事項 
・他の評価項目との重複評価は行わない。 

・個人情報を含む書類を提出することについて、必ず本人の同意を得ておくこと。 

配布資料 
・就職困難者雇用状況報告書（様式８） 

・就職困難者の就労形態報告書（様式９） 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１８） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組 

評価項目 ④ 枚方市内居住者の新規雇用 個別点 ６ 

評価内容 

枚方市内居住者の新規雇用予定者数を評価する。 

 

※新規雇用予定者は、告示日以降に雇用するものに限る。ただし、関係書類の提出日現在に本件業務に

おける履行場所で就労している枚方市内居住者を新規雇用する場合を除き、平成 22年 4月 1日以降に

雇用されていた者は、新規雇用予定者とすることができない。 

提出書類 枚方市内居住者雇用計画書（様式 10） 

加点方法 

ア．雇用計画人数   １人   → （４点） 

           ２人   → （５点） 

           ３人以上 → （６点） 

 

・雇用予定者の算出は、常用雇用労働者（1週あたりの労働時間が 30時間以上であって、採用の時から

1年以上引き続き雇用されると見込まれる者）を 1人として算出する。 

・短時間労働者（原則として、1週間の所定労働時間が 20時間以上 30時間未満であり、かつ、１年以上

雇用される見込みのある者）については、0.5人として算出する。 

評価時 

確認方法 

枚方市内居住者雇用計画書（様式 10）による。 

 

※落札候補者のみ、開札後提出書類提出時に枚方市内に居住していることがわかる書類、雇用状況がわ

かる書類（労働条件が明示されていること。）の写し及び職務経歴書（平成 21年 4月 1日以降の経歴）

〈任意様式〉の提出を求める。 

履行担保方法 必要に応じて、報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて、報告を聴取する。 

注意事項 
・他の評価項目との重複評価は行わない。 

・個人情報を含む書類を提出することについて、本人に必ず同意を得ておくこと。 

配布資料 枚方市内居住者雇用計画書（様式 10） 

備考 ― 

 

 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙１９） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組 

評価項目 ⑤ 求人情報の提供 個別点 ２ 

評価内容 

ア．求人情報を母子家庭等就業・自立支援センター及び障害者就業・生活支援センターに提供すること

を評価する。 

 

イ．合同就職面接会において求人募集するなど、地域雇用拡大への貢献実績を評価する。 

提出書類 

●ア．又はイ．のどちらか一方を選択 

ア．求人票等 

イ．合同就職面接会求人一覧 

加点方法 

ア．求人情報を母子家庭等就業・自立支援センター等に提供している。（２点） 

又は 

イ．合同就職面接会において求人募集している。（２点） 

 

重複評価は行わない 

評価時 

確認方法 

ア．求人票等による 

イ．合同就職面接会求人一覧掲載確認による  

履行担保方法 必要に応じて、報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて、報告を聴取する。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

備考 ― 

 

 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙２０） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (1)多様な雇用及び雇用環境に関する取組 

評価項目 ⑥ トライアル雇用制度の活用 個別点 １ 

評価内容 

トライアル雇用制度の活用を評価する。（告示日以前３年間） 

 

※トライアル雇用とは 

 ３ヶ月間の試行雇用期間を設けて実働し、常用雇用に切り替える制度 

 

・ハローワークの紹介により雇い入れ、トライアル雇用を実施し、一定の条件を満たせれば、 

 報奨金の支給を受けることができる。 

・この制度を利用することにより、求職者と雇用者の双方にメリットがある。 

・対象者 → 母子家庭の母、高齢者、若年者等 

※詳細については、最寄りのハローワークにお問い合わせください。 

提出書類 活用・実施状況がわかる書類 

加点方法 トライアル雇用制度を活用し、トライアル雇用中又は奨励金の支給を受けている。（１点） 

評価時 

確認方法 
活用状況がわかる書類等による。（労働局よりの支給決定通知書等） 

履行担保方法 必要に応じて、報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて、報告を聴取する。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

備考 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙２１） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (2)環境問題への取組み 

評価項目 ① 環境報告書の発行又は環境マネジメントの認証状況 個別点 ６ 

評価内容 
ア．環境報告書（若しくはそれに準ずるもの）を評価する。 

イ．環境 ISO14001 又はエコアクション２１の認証取得状況を評価する。 

提出書類 

ア．環境報告書（任意様式） 

 

イ．環境 ISO14001 又はエコアクション２１のどちらか一方を選択 

・登録証（写し） 

・申請中である旨の証明書 

加点方法 

ア．環境報告書について次の内容を加味していること。 （２点） 

  (1)事業者が自らの事業活動に伴う環境負荷の状況（CO2、廃棄物の処理状況） 

  (2)事業活動における環境配慮の取組状況（環境マネジメントシステムの運用、グリーン購入、省エ

ネ設備の導入等） 

  (3)環境報告書を過去２年以上にわたって発行・公表しているもの（冊子・印刷物の発行、インター

ネット等により社会に向けて広く公表しているもの） 

※冊子等を発行している場合は、別途添付してください。 

イ．環境 ISO14001 又はエコアクション２１の認証取得状況（４点を上限とし重複評価は行わない） 

環境 ISO14001 又はエコアクション２１取得者 （４点） 

環境 ISO14001 又はエコアクション２１申請中 （２点） 

 

評価時 

確認方法 

ア．環境報告書による 

イ．各種登録証等による 

履行担保方法 必要に応じて、報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて、報告を聴取する。 

注意事項 イ．について、取得者が本社又は本件業務担当の支店・営業所のみ評価対象とする。 

 

 

 

 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙２２） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (3)子育て等支援・ 男女共同参画への取組み 

評価項目 ① 育児・介護の休暇及び休業制度への取組み 個別点 ２ 

評価内容 
ア．育児・介護の休暇及び休業制度等の社内規定の内容を評価する。 

イ．育児休業、介護休業等の取得状況を評価する。 

提出書類 

ア．育児・介護の休暇制度等の就業規則等（任意様式）及び育児・介護の休暇制度等にかかる申請書用

紙等（任意様式） 

イ．育児・介護の休暇制度等にかかる過去３年間（告示日以前３年間）の取得状況（任意様式） 

加点方法 

ア．育児・介護制度等の社内規定の内容 （１点） 

    育児・介護制度等の就業規則等の提出があった場合においても、不明瞭な内容のものは、評価しな

い。 

イ．育児休業・介護休業等の取得状況（１点） 

告示日以前３年間 

評価時 

確認方法 

ア．育児・介護制度等の社内規定による。 

イ．育児・介護の休暇及び休業制度等にかかる、取得実績がわかる書類による。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

・育児・介護の休暇及び休業にかかる、有効性・実現性を確認するため、必要の都度、契約期間中にお

ける実施状況報告書（任意様式）などの提出を求め、必要に応じてヒヤリングを行う。 

・本件業務場所における就業規則については、速やかに作成して提出すること。 

注意事項 
10人未満の事業所については、就業規則等を作成する義務がない（労働基準法 89条）ため、就業規則等

がない場合は、就業規則に準ずるものを提出すること。 

配布資料 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙２３） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (3)子育て等支援・ 男女共同参画への取組み 

評価項目 ② 仕事と子育ての両立支援 個別点 ２ 

評価内容 

次世代育成支援の観点から、子育てしやすい環境づくりを整備しているかを評価する。 

 

ア．妊娠中及び出産後における配慮、育児休業等取得しやすい環境の整備等についての周知・啓発活動

を評価する。 

イ．保育費補助等の助成制度の内容又は企業内保育の実施状況を評価する。 

提出書類 
ア．周知・啓発活動がわかる書類（任意様式） 

イ．保育費補助等の助成制度の内容又は企業内保育の実施状況がわかる書類（任意様式） 

加点方法 

ア．妊娠中及び出産後における配慮、育児休業及び育児短時間勤務を取得しやすい環境の整備等につい

て、周知・啓発活動がされていれば → （1点） 

イ．保育費補助等の助成制度が整備されている又は企業内保育が実施されていれば → （１点）  

評価時 

確認方法 

ア．周知・啓発活動がわかる書類による。 

イ．助成制度の内容又は企業内保育の実施状況のわかる書類により、その有効性・実現性を確認する。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

有効性を確認するため、必要の都度、取組状況のわかる書類の提出を求め、必要に応じてヒヤリングを

行う。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

 

 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙２４） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (3)子育て等支援・ 男女共同参画への取組み 

評価項目 ③ セクシュアル・ハラスメント等防止対策 個別点 ２ 

評価内容 

ア．セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント等の防止に関する社内規定等（社内報、パン

フレット可）の内容を評価する。 

イ．相談窓口（相談員）の設置（配置）状況を評価する。 

提出書類 
ア．セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント等の防止に関する社内規定等（任意様式） 

イ．相談窓口（相談員）の設置（配置）状況がわかる書類（任意様式） 

加点方法 

ア．セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント等の防止に関する社内規定等の内容（１点） 

セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント等が生じた場合の懲戒その他雇用管理上の措

置等が盛り込まれていない場合は、評価しない。 

イ．相談窓口（相談員）を設置（１点） 

評価時 

確認方法 

ア．セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント等の防止に関する社内規定等を確認する。 

イ．相談窓口（相談員）の設置状況などがわかる書類（任意様式）により、有効性・実現性を確認する。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 

セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント等の防止に係る有効性・実現性を確認するため、

必要の都度、相談窓口等の配置状況などの提出を求め、必要に応じてヒヤリングを行う。 

注意事項 ― 

配布資料 ― 

備考 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙２５） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (3)子育て等支援・ 男女共同参画への取組み 

評価項目 ④ 女性の採用・職域拡大への取組 個別点 ２ 

評価内容 女性の採用・職域拡大への取組みを評価する。（告示日現在） 

提出書類 

・男女共同参画の取組（様式 11-1） 

・管理職の名簿＜取締役・監査役は除く。執行役員含む。＞ （様式 11－2） 

   就業規則、給料表等管理職に該当する役職名及び給与上等の何らかの処遇が確認できる書類 

加点方法 

ア．管理職に占める女性の割合  

   （加点方法）  １５％を超える場合    → （２点） 

            １％超～１５％の場合  → （１点）      

評価時 

確認方法 
ア．管理職名簿及び就業規則、給料表等で確認する。 

履行担保方法 必要に応じて、報告を聴取する。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて、報告を聴取する。 

注意事項 個人情報を含む書類を提出することについては、必ず本人の同意を得ておくこと。 

配布資料 
男女共同参画の取組（様式 11-1） 

管理職の名簿 （様式 11－2） 

備考 ― 

 



評価項目・評価点・評価内容 

 
 

（別紙２６） 

分類 ３．社会的価値評価 

細分類 (4) 人権問題への取組み 

評価項目 ① 人権問題への取組み 個別点 ３ 

評価内容 
ア．公正採用選考人権啓発推進員の設置を評価する。 

イ．継続的、定期的な人権研修の実施状況を評価する。（告示日以前３年間） 

提出書類 
ア．公正採用選考人権啓発推進員の設置状況がわかる書類（任意様式） 

イ．人権研修実施報告書（様式 12） 

加点方法 

ア．公正採用選考人権啓発推進員を設置（１点） 

イ．人権研修実施報告書の内容（２点） 

受講修了証（修了証等が発行されていない場合は受講者名簿で可）、研修レジュメ（市販の冊子等 

  を使用された場合は表紙と目次のみを提出）又は研修概要のわかるもの等を別途添付すること。 

※添付がない場合は評価の対象としない。 

 

研修内容等の確認が行えないもの、不明瞭な内容のもの、継続的・定期的な実施状況が確認できな

いものは、減点若しくは評価をしない。 

評価時 

確認方法 

ア．公正採用選考人権啓発推進員の設置状況がわかる書類による。 

イ．人権研修実施報告書及び当該研修の受講修了証と研修資料による。 

履行担保方法 仕様書に規定されたものとみなす。 

契約期間中 

確認方法 
必要に応じて、報告を聴取する。 

注意事項 
・企業独自の研修、研修機関への研修派遣は問わない。 

・個人情報を含む書類を提出することについては、必ず本人の同意を得ておくこと。 

配布資料 イ．人権研修実施報告書（様式 12） 

 

 



落札者の決定について 

 
１．総合評価値の算定方法 
  入札参加者につき、落札者決定基準に基づく審査のうえ、次の算定式により総合評価値を求

めるものとする。 
 
  総合評価値＝価格評価点＋技術的評価点＋社会的価値評価点 
 
（１）価格評価点の算定方法 
   価格評価点は、有効な入札のうち次の算定式により算出する。 

   ■価格評価点（小数点以下切捨て） 

価格評価分類における 

評価点（６０点）×（最低入札価格／入札価格） 

   なお、調査基準価格を下回る価格で入札した最低入札価格の入札参加者が落札候補者とな

り、低入札価格調査の結果、落札者としないこととなった時は、次に入札価格が低かった入

札参加者の入札金額を最低入札価格として、再度価格評価点を算出するものとする。 

（２）技術的評価点及び社会的価値評価点の算定方法 

   技術的評価点及び社会的価値評価点は、有効な入札のうちそれぞれ次の算定式により算出

する。 

   ■技術的評価点（小数点以下切捨て） 

技術的評価分類における 

評価点（１００点）×（評価点の得点／評価点の最高得点） 

   ■社会的価値評価点（小数点以下切捨て） 

社会的価値評価分類における 

評価点（４０点）×（評価点の得点／評価点の最高得点） 

 

   ＜技術的評価点算出方法の例示＞ ※社会的価値評価点も同様の算出 

    評価点の最高得点者Ｃ社（９０点）が、技術的評価点の満点（１００点）得点者となる。 

入札参加者 評価点の得点 技術的評価点 算出方法 

Ａ社 ８０ ８８ １００(評価点)×（Ａの評価点／Ｃの評価点） 

Ｂ社 ７０ ７７ １００(評価点)×（Ｂの評価点／Ｃの評価点） 

Ｃ社 ９０ １００ １００(評価点)×（Ｃの評価点／Ｃの評価点） 

Ｄ社 ７８ ８６ １００(評価点)×（Ｄの評価点／Ｃの評価点） 

Ｅ社 ８８ ９７ １００(評価点)×（Ｅの評価点／Ｃの評価点） 

Ｆ社 ８９ ９８ １００(評価点)×（Ｆの評価点／Ｃの評価点） 

  

なお、調査基準価格を下回る価格で入札した技術的評価分類における評価点又は社会的価値

評価分類における評価点、若しくはその両方において最高得点である入札参加者が落札候補者

となり、低入札価格調査の結果、落札者としないこととなった時は、次に各分類における評価

点が高かった入札参加者の各評価点をそれぞれの最高得点者として、再度各分類における評価

点を算出するものとする。 



２．低入札価格調査及び審査について 
総合評価値が最も高い入札者において、その入札価格が調査基準価格を下回る価格であった

ときは、次に定める事項について調査及び審査を行う。なお、特に必要がないと認める場合を

除き、当該入札者からの事情聴取を行うものとする。 
（１）調査事項 

①当該価格で入札した理由（価格低減理由） 
②入札価格内訳明細書 
③手持ち業務の状況 
④業務計画（業務実施計画・作業工程・業務実施体制） 
⑤その他必要な事項 

（２）判断基準 
調査事項の調査及び審査において、次の判断基準により、本契約の内容に適合した履行が

為されないおそれがあると認められるときは、落札者としないものとする。 
 

① 
低入札価格調査書

類の提出 
入札実施要領に示す必要書類が整っていない場合 

② 調査への協力 
（１）事情聴取に応じない場合 
（２）調査時に不誠実な言動がある場合 

③ 設計数量 仕様書等で定める数量を満足していない場合 

④ 積算根拠 

（１）積算根拠となる資料が正しく記載されていない場合 
ア 入札価格内訳書の金額に違算がある場合 
イ 仕様書等で定める数量の金額が入札価格内訳書に正しく

反映されていない場合 
（２）労務単価が法定最低賃金を下回っている場合 
（３）必要となる経費が計上されていない場合 

⑤ 価格低減理由 低入札価格での応札理由を適格に説明できない場合 

⑥ その他 
前各項に定めるもののほか、適正な業務の履行が為されないおそ

れがあると認められる場合 
 
３．落札者の決定方法 
（１）落札者は、落札者決定基準に基づく審査のうえ、総合評価値が最も高い入札者であり、開

札後提出書類の審査を経た者とする。ただし、総合評価値が同点数の場合は、くじ引きによ

り落札者を決定する。 
（２）総合評価値の最も高い入札者が、調査基準価格を下回る入札価格であったときは、上記「２．

低入札価格調査及び審査」の結果、当該入札価格によっても当該契約内容に適合した履行が

なされると認める場合は、当該入札者を開札後提出書類の審査を経て落札者と決定する。 
（３）前項（２）の審査結果により、当該契約内容に適合した履行がなされないおそれがあると

認める場合は、総合評価値が最も高い入札者を落札者とせず、総合評価値が次に高い入札者

（以下「次順位者」という。）を開札後提出書類の審査を経て落札者と決定するものとする。 
（４）前項（３）に規定する場合において、次順位者の入札価格が調査基準価格を下回る価格で

あった場合は、当該次順位者につき前項（１）から（３）の規定を適用し、落札者を決定す

るものとする。 


